
（主な改正内容） 

① 県規則にあわせ、適用除外や開発協議不要の基準を見直し 

・県規則の適用除外となる開発事業と、市指導要綱の適用除外となる開発事業に齟齬があることから、市
指導要綱の適用除外となる開発事業を県規則と同様にするよう改正しました。これにより、鉱業法や砂
利採取法第 16 条の認可を受け、河川区域または河川保全区域で行う土地開発事業などが市指導要綱の
適用を受けないこととなりました。 

・県規則の事前協議後に開発協議不要となる開発事業と、市指導要綱の事前協議後に開発協議不要とな
る開発事業に齟齬があることから、市指導要綱の対象範囲を県規則と同様にするよう改正しました。こ
れにより、盛土規制法の許可を受ける開発事業については、事前協議後の開発協議が不要になりまし
た。 

 
② 県規則にあわせ、申請手順・内容を見直し 

・開発協議後に事業内容を大きく変更しようとするときは、再度事前協議から行わなければならなかっ
たことから、県規則に合わせ、開発協議後に事業内容を大きく変更しようとするときは変更協議を行う
こととしました。 

・県規則に合わせ一部様式を修正、追加しました。 
 
③ 準用先として県規則、道路構造令等を追加 

・現行の要綱における技術基準は、都市計画法に基づく県要領を準用しており、どの開発行為でも宅地並
みの開発基準を求めるものとなっていることから、県規則や道路構造令等を準拠できるよう変更しま
した。 

 
④ 内規の基準を要綱に追加 

・開発協議の適用除外となる項目について明文化しました。 
・道路の接道要件について、指導基準細目に明文化しました。 


